
5/28 設立2周年記念集会「誰もが支えあう税制へ～格差社
会を乗り越えるために～」
公正な税制を求める市民連絡会を結成して２周年を迎えます。
経済格差は教育、医療、年金、介護の格差を生み、「貧困のサイクル」と「富裕のサイクル」というふたつの異なる人生の道筋を作り出し
ます。
生まれたときの家庭の所得という運だけで人生の大部分が決まっていいのでしょうか。
「特定の誰かの利益」から「人間の利益」への価値の転換し、所得や年齢等の制限によって受益者を「選別」する社会ではなく、人間の生
活にとって必要なものをすべての人びとに「普遍」的に提供する社会への転換が求められています。
本集会では、税の普遍主義を提言してきた井手英策さんの講演をもとに、格差社会を乗り越えるヒントを見つける機会にしたいと思います。
多くの皆さまのご参加をお待ちしています。

日　時：５月２８日（日）１３：１５から（１３：００受付開始）
資料代：１０００円
＊お支払いが難しい方は入場時にお声をおかけください。無料で資料をお渡しします。
会　場：日司連会館地下ホール
東京都新宿区本塩町９番地３　TEL: 03-3359-4171
ＪＲ中央線、総武線四ツ谷駅徒歩５分、東京メトロ　丸の内線・南北線　四ツ谷駅徒歩６分
主　催：公正な税制を求める市民連絡会
共　催：全国青年司法書士協議会

★事前申し込み不要

＜プログラム＞
１３：１５　総会
１３：３０　設立２周年記念集会
（１）記念講演「誰もが支えあう税制とは」～普遍主義の実現に向けて～
講師　井手英策　氏（慶応大学教授）
（２）パネルディスカッション　徹底討論「普遍主義は本当に実現可能か？」
パネラー
井手英策　氏（慶応大学教授）
稲葉　剛　氏（一般社団法人つくろい東京ファンド代表理事）
宇都宮健児　氏（弁護士・公正な税制を求める市民連絡会共同代表）
赤石千衣子　氏（しんぐるまざあず・ふぉーらむ理事長）
コーディネーター
猪股　正　氏（弁護士・公正な税制を求める市民連絡会事務局長）

https://saitamasogo.jp/archives/69648
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１６：５０　終了

連絡先　埼玉総合法律事務所　弁護士猪股正　TEL045-862-0355　FAX048-866-0425

チラシのダウンロード→　こちら

憲法ミュージカル、復活します！
 

沖縄を題材にした　市民１００人のミュージカル

http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/05/75a8a83716709c460ac0cb2c30ed9403.pdf
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ヒトは友の死に涙したとき人になった
 

「憲法の風を肌で感じてもらいたい・・・」
 

時代に疑問を投げかけた若手弁護士によって、
埼玉で１９９３年から１０年間１０作品取り組まれた憲法ミュージカル。

先の見えない不安が渦巻き、平和が崩れ去る出来事が増えたこの時代にもう一度！
思いを集め、長い時を経て、埼玉と三多摩のタッグにより
２０１７年に憲法ミュージカルは復活します！！

１００人いろとりどりの命が歌い、踊り、生きている。
 

この奇跡のミュージカルを、ぜひ観に来ませんか？
公式ホームページはこちら！

■埼玉公演（二回公演）
会場：埼玉会館大ホール（埼玉県さいたま市浦和区高砂3-1-4）
2017年
5月20日（土）開場17:30開演18:30
 　 21日（日）開場13:00開演14:00
 

■立川公演（二回公演）
会場：たましん RISURUホール（東京都立川市錦町3-3-20）
2017年
5月27日（土）開場13:00開演14:00
          　　　 開場17:00開演18:00
 

●チケット申し込み・購入
　チケット販売窓口：埼玉総合法律事務所
　インターネット上からのお申し込みも可能です。－申し込み先はこちら－ 
 

●問い合わせ先
TEL：050-3701-2017（共通）

https://www.kp-musical2017.com/
http://www.saf.or.jp/saitama/access/
http://www.saf.or.jp/saitama/access/
http://www.risuru.hall-info.jp/access/
http://www.risuru.hall-info.jp/access/
https://saitamasogo.jp/access
https://form1ssl.fc2.com/form/?id=0237510e48e07c6f


FAX：埼玉公演 048-866-0425・立川公演 042-587-3599
 

●チケット料金（全席自由）
一般：2,500円
高校・大学生：2,000円
中学生以下・障がい者 1,500円
※当日券は各 300 円増しとなります。
 

●その他
・1歳以上保育あり 保育料1人500円（１週間前までに要予約）
・手話通訳あり
※ご必要な方はお問い合わせページより、公演時間、人数を明記の上ご連絡ください。
当事務所の牧野丘　弁護士が呼びかけ人共同代表として参加しております。
 

公演のチラシPDFはこちら！
詳しくは公式ホームページへ！
 

https://www.kp-musical2017.com/contact
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/04/kijimunatirasi.pdf
https://www.kp-musical2017.com/
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2017年5月17日　生活保護基準引下げ違憲埼玉訴訟

http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/04/kiji.jpg
https://saitamasogo.jp/archives/69545


第10回期日＋報告集会のお知らせ

チラシのＰＤＦはこちら

2017年5月17日は、生活保護基準引下げ違憲埼玉訴訟　第10回期日です。ぜひ傍聴へお越しください！

生活保護基準引下げ違憲埼玉訴訟　第10回口頭弁論期日

https://saitamasogo.jp/archives/69545
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/04/20170517-1.png
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/04/746b57874ca0fa67cb90707da22943f7.pdf


日時　2017年5月17日（水）14:00～
場所　さいたま地方裁判所105号法廷

「くらしの最低保障引下げにNO!」一斉行動　浦和駅前アピール行動
11:00～12:00　浦和駅西口・東口前

傍聴行動
13:20までに、さいたま地裁B棟前にお越しください。
＊傍聴券の抽選の締め切りが13:30となりますので、お早めにお並び下さい。

さいたま地方裁判所
埼玉県さいたま市浦和区高砂3-16-45
所在地図

裁判応援・報告集会
14:10～15:40（予定）
◇裁判概要
◇第10回期日報告

会場　埼佛会館
埼玉県さいたま市浦和区高砂4-13-18
TEL 048-861-2138

http://www.courts.go.jp/saitama/about/syozai/saitamamain/index.html
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新任弁護士のご紹介
昨年１２月末より埼玉総合法律事務所で、弁護士として勤務しております、鈴木満と申します。
私の生まれは、山形県山形市ですが、司法修習で埼玉に配属されました。
修習生の時から埼玉弁護士会の活動にお邪魔させていただき、素晴らしい先生方と出会えたことで、私もここで働きたいと思い、埼玉で働
くこととなりました。

私は、貧しい人々、社会的に弱い立場にある人々の力になりたいという想いから弁護士を目指し努力してきました。
長年社会問題に取り組んできた埼玉総合法律事務所で、このような人々のために働くことができることを大変嬉しく思います。

まだまだ未熟者ではありますが、法律の専門家として自覚と責任を持って、多様な事件に積極的に取り組み、日々精進していく所存であり
ます。
今後とも、何卒ご指導、ご鞭撻を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

弁護士　鈴木　満（すずき　みつる）

4/24 反貧困ネットワーク埼玉講演会「民主主義のアップデー

https://saitamasogo.jp/archives/69493
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/04/suzuki.png
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ト ー個人の声が大切にされる社会を目指してー」
貧困ネットワーク埼玉講演会2017
テーマ「民主主義のアップデートー個人の声が大切にされる社会を目指してー」

講師：諏訪原 健さん（ReDEMOS研究員、市民連合呼びかけ人）
日時：４月２４日（月）18:30～
場所：埼玉総合法律事務所　３階大会議室
アクセス→https://saitamasogo.jp/access

事前予約不要・参加費無料です。ぜひご参加ください！
国会前抗議やデモを原点としたSASPLからSEALDs、そして野党共闘や市民参加型選挙の進展の中でどのようなことを大切にしな
がら取り組まれていらしたのか、お話しいただきます。私たちはどのような社会を目指すのか、諏訪原さんとご一緒に考えてみませんか。

プロフィール
諏訪原 健（すわはら たけし）さん
1992年、鹿児島県鹿屋市出身。筑波大学教育学類を経て、現在は筑波大学大学院人間総合科学研究科に在籍。専門は教育社会
学。2014年、SASPL(特定秘密保護法に反対する学生有志の会)に参加したことをきっかけに政治的な活動を始める。2015年
にはSEALDsのメンバーとして活動。その後、市民のためのシンクタンク・ReDEMOSや、安保法制の廃止と立憲主義の回復を求
める市民連合などに関わる。

https://saitamasogo.jp/archives/69490
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アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
４回「『消された』子会社」
第４回　「消された」子会社

知的財産権をアイルランド子会社に移転し、そこに利益を集中したとしても、それだけではアメリカ政府の課税から逃れることはできませ
ん。

アメリカにはタックスヘイブン子会社への利益移転による課税逃れを規制するために、タックスヘイブン対策税制があります。一定の所得
について、タックスヘイブン子会社に留保しても、本社に配当されたとみなして、本社の利益と合算してアメリカの税率で課税するという
ルールです。

前回述べたようにアップル社はアメリカ以外の国で得た利益を、アイルランド・セールス・インターナショナル（ASI）に集中しますが、
ASIに集められた利益は、親会社のAOEを通じて、さらにその親会社のアップル・オペレーションズ・インターナショナル（AOI）
に配当として集中します。

AOIはアップル社の海外子会社のほとんどを直接・間接に保有する持ち株会社で、ASIと同じく従業員ゼロのペーパーカンパニーです。
重要事項はアメリカの本社の取締役会で決められるなど、本社の管理・支配下に置かれています。　したがって本来ならば、AOIに集中
された利益は、タックスヘイブン対策税制によって、本社の利益に合算されて課税されることになります。

しかしここに登場するのが第2の魔法です。アメリカにはチェック・ザ・ボックス規制というルールがあり、申告の際に、ある子会社を課
税対象である法人にするか、それとも他の法人の支店にするかの選択を認めています。支店にすることを選択すれば、その子会社間の取引
は会社の内部取引とみなされ、取引がなかったものとみなされるのです。

アップル社はAOIの傘下のすべての子会社を、AOIの支店として扱うことを選択しており、その結果アメリカの課税当局からみれば、
これらの子会社は存在しないことになり、子会社間の取引も消失してしまうのです。透明人間ならぬ透明企業になるのです。

チェック・ザ・ボックス規制はアメリカのタックスヘイブン対策税制の抜け穴であり、これを利用することによって、アップル社は本来な
ら本社の利益と合算して課税されるべきタックスヘイブン子会社の利益を、本社から見えなくし、課税を逃れているのです。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）

https://saitamasogo.jp/archives/69438
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アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
３回「遥かなる旅へ」
第３回　遥かなる旅へ

アップルにとってはまず、本社のあるアメリカの高税率をいかにして避けるかが最大の課題となります。そのためにとられた方法が知的財
産権（IP）の低税率国への移転です。

アイフォーンなどアップル製品の主たる価値は、その素材となっているアルミや鉄などの金属にあるのではなく、それを作り出すもととなっ
たアイデァや設計などにあり、それらは主としてアメリカの本社（アップル・インク）が開発したものであり、知的財産権として所有され
ています。しかしその知的財産権を海外のオフショア子会社に移転すれば、それに結び付いた利益も移転することができます。

アップル社は本社で開発した知的財産権の一部を、アイルランド子会社（アイルランド・セールス・インターナショナル：ASI、および
その親会社アイルランド・オペレーションズ・ユアロップ：AOE）に移転したのです。本社のあるカリフォルニアから、アメリカ大陸を
横断し、大西洋を越えるはるかなる旅の始まりです。

知的財産権の移転の方法にはいくつかの方法がありますが、アップル社は「コスト・シェアリング契約」によって行いました。コスト・シェ
アリング契約というのは、複数の当事者の間で研究開発費をあらかじめ分担しておき、その負担に応じてそこから生じた利益を分け合う契
約のことです。

アップルの本社とASI、AOEの間のコスト・シェアリング契約の中心的内容は、アメリカの本社は知的財産の法的権利および南北アメ
リカでの販売権を持ち、アイルランド子会社（ASI）はそれ以外の国での販売権をもつというものです。

この契約によって、高税率のアメリカで課税される対象を、南北アメリカにおける販売収益に限定するともに、南北アメリカ以外から得ら
れた販売収益を、低税率のアイルランド子会社（ASI）に集中することができたのです。これが魔法の第1です。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）
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アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
２回「４つの魔法」
第２回　４つの魔法

アップルが税逃れ戦略で使っている魔法は、2013年のアメリカ上院の公聴会で、初めて詳細に解明されました。公聴会ではカール・レ
ビン委員長を始め何人かの証人から、アップルの税逃れ戦略について、マジック（魔法）、ギミック（いかさま）などと、強い批判の言葉
が飛びかいました。公聴会で明らかとなった驚くべきその魔法の正体は、大きく分けると次の4つの柱からなります。

　アイフォーンなどアップル製品の製造販売にかかわる知的財産権をアメリカの本社からアイルランドのペーパーカンパニー1.
子会社に移し、それによって大半の利益を実体のないアイルランド子会社に移したこと。
　海外子会社の利益を本社の利益に合算するアメリカのタックスヘイブン対策税制を逃れるために、アイルランドに存在する2.
子会社を、存在しないものとして扱うアメリカ税法のルールを使ったこと。
　アイルランド子会社が中国で生産された製品を低価格で購入し、それを消費国に高価格で販売するいわゆる「移転価格」の3.
方法によって、アイルランド子会社に利益を集中したこと。
　アイルランド子会社はアイルランドで設立されているけれど、その管理・支配はアメリカの本社で行っており、アイルラン4.
ド税法によって課税されない。一方アメリカの税法は会社の設立地がアメリカ以外であれば課税対象としない。この「居住地

http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/03/75e56610b2083a731069cfabfa64fdaf.png
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認定」の違いを利用して、世界のどの国からも課税されない「国籍なき企業」となったこと。

これらの4つの魔法を組み合わせることによって、アメリカ以外の国での販売収益をすべてアイルランド子会社に集中した上で、アイルラ
ンドからもアメリカからも課税されない、税の真空地帯を見つけ出したのです。公聴会のカール・レビン委員長はその発見の比類のない価
値に注目し、アップルは「聖杯」を手にしたと述べています。

「聖杯（ホーリー・グレイル）」というのはイエス・キリストが「最後の晩餐」で、パンを裂き「私の体である」と言って弟子たちに与え、
杯をとって「私の血である」と、弟子たちにその杯からワインを飲ませたという福音書の物語から来ています。それ以来今日まで、その
「聖杯」の行方を求めるいろいろな伝説が生まれました。アップルの発見した税逃れの魔術は、幾世紀にもわたってどんなに探しても誰も
見つけることができなかった「聖杯」に匹敵するものであったというのです。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）

原発避難者のストレス度が避難６年目にして一転「上昇」
震災支援ネットワーク埼玉（SSN)の取組報告です。
震災支援ネットワーク埼玉と早稲田大学は、震災後、避難者の方の状況調査を継続的に行ってきていますが、埼玉新聞の記事にあるように、
避難６年目にして、避難者のストレス度が上昇に転じています。避難者の甚大な精神的な苦痛は今も続いているにもかかわらず、避難指示
の解除、借上住宅の支援の打ち切りなど、政府による避難者を「不可視化」する政策が、避難する人を追い詰めています。

https://saitamasogo.jp/archives/69445


アップルの空飛ぶ魔術―失われた2000億円余の税収・連載第
１回「魔法から抜けられない日本」
第１回　魔法から抜けられない日本

アイフォーンやアイパッドなどは日本でもなじみの深い身近な商品ですが、それらの商品を提供しているアップル社はアメリカのカリフォ
ルニアに本社を置く巨大多国籍企業です。本連載はアップル社を例にとり、巨大多国籍企業がどのように税を逃れているかを検証したいと
思います。

アップル社は、同社の最新の年次報告書（2016年）が示すように、世界の販売高が2156億㌦（約23.7兆円）、営業利益
が600億㌦（約6.6兆円）に上り、世界の企業ランキングのトップ10に入る巨大企業です。日本のトップ企業であるトヨタ自動車と
比べると、販売高（28.4兆円）では肩を並べる一方、営業利益（2.9兆円）ではトヨタの2倍以上の高収益企業です。

アップルは日本でも存在感が大きく、年次報告書（2016年）によれば、日本での売上は169億㌦（約1.9兆円）、営業利益
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は71.65億㌦（約7882億円）となっています。

もし日本で生まれたこの利益に対して法人税率30%で課税したとすれば、2300億円程度の税収が得られたはずです。しかしその税収
は日本の国庫には入っていないようです。アップル社の世界的なスケールの税逃れ戦略によって、他の多くの国と同様、日本でもこの巨額
の税収が失われていることがこのほどわかりました。

アップル社の世界的規模での税逃れについては、2013年に開かれたアメリカの上院の常設調査小委員会の公聴会で初めて詳細に解明さ
れました。これを受け、ニューヨークタイムスなど欧米の主要メディアでも大きく取り上げられました。アップルの世界的な税逃れは、後
で述べるように、アメリカ以外で得られた利益をタックスヘイブンとして知られるアイルランドに移転して税を逃れるという手法で行われ
ました。ヨーロッパ諸国では市民の抗議の声が高まり、各国政府は自国にあるアップル子会社に対する課税を強めようとしています。

昨年8月には欧州委員会がアイルランド政府に対して、アップル社への税優遇は欧州連合（EU）が禁止する個別企業に対する国家補助に
あたるものとして、130億ユーロ（約1.6兆円）の追徴課税を行うよう指示するに至っています。

またアップルなど多国籍企業による税逃れを封じることが国際的な優先課題として合意され、OECDによるBEPS（Base
Erosion and Profit Shifting税源浸食と利益移転）プロジェクトが具体化され、現在、各国でその取り組み
が始まっています。

アップル社の税逃れはまさにBEPS（ベップス）プロジエクトが問題にしている、多国籍企業の利益移転による税逃れの典型例であり、
ここに手を付けない限り、BEPSプロジェクトも絵に描いた餅にすぎなくなります。

わが国ではこれまで、アップルなど多国籍企業の税逃れがほとんど野放しで、ヨーロッパ諸国の取り組み比べても大きく後れを取っていま
す。BEPSプロジェクトを主導することが期待されている日本にとって、この問題は真っ先に取り掛からなければならない課題です。

次回以降で述べるように、アップル社は税を逃れるために、法をかいくぐるいくつかの魔法を使ってきました。まずはその魔法を解くこと
から始めなければなりません。

（公正な税制を求める市民連絡会幹事・合田寛）
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